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第一部a【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 







(1)a連結会社における従業員数 



第２













［経営成績の分析］ 

  

















    

［国内・海外別貸出金残高の状況］ 

○ 業種別貸出状況(残高・構成比) 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、重要な異動があった主要な設備の状況は以下のとおりでありま

す。 

  (銀行業) 

連結子会社の㈱三菱東京ＵＦＪ銀行は、システム本格統合の完了に伴い、システム本格統合移行

プログラム（帳簿価額3,755百万円）を除却いたしました。 

  

  (信託銀行業) 

重要なものはありません。 

  

  (証券業) 

重要なものはありません。 

  

  (クレジットカード・貸金業) 

アコム㈱は、当第３四半期連結会計期間において、新たに当社の連結子会社となったことから、

以下の設備が主要な設備となりました。 
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(2) 設備の新設、除却等の計画  

  該p鳴ﾍ�りぴﾂｳ呶ﾝ�該p鳴ﾍ�りぴﾂｳ呶ﾝ�該p鳴ﾍ�りぴﾂｳ呶ﾝ�該p鳴ﾍ�りぴﾂｳ呶ﾝ�該p鳴ﾍ�りぴﾂｳ呶ﾝ� 
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②a【発行済株式】 

  

 
(注) １ 提出日現在発行数には、平成21年２月１日から四半期報告書を提出する日までぱoю謚博ｮぱ取得に伴う普通

株式ぱ発行および自効株式ぱ消却に係る株式数は含まれておりません。 

２ 財務政策上ぱ柔軟性を確保するために、異なる内容ぱ株式として普通株式および複数ぱ種類ぱoю謚博ｮを発

行しております。単元株式数は、普通株式および氛先株式ぱそれぞれにつき100株であります。 

３ 議決権を有しております。 

４ 第一回第三種淀先株式ぱ内容は次ぱとおりであります。 

(1) 淀先配当金 

① 淀先配当金 

毎年３月31日ぱ最終ぱ株主名簿に記載または記録された第三種淀先株式(以下「本淀先株式」という。)

を有する株主(以下「本淀先株主」という。)に対し、普通株主に先立ち、本淀先株式１株につき年60円

ぱ金銭による剰余金ぱ配当(以下「淀先配当金」という。)を行う。ただし、当該事業年度において淀先

中間配当金を支払ったときは、そぱ額を控除した額とする。 

②











(2)a【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

  

平成19年11月21日 取締役会決議
第３四半期会計期間末現在 
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 21,854

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目痛��｠と�



 



平成20年６月27日 取締役会決議
第３四半期会計期間末現在 
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 32,549

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 



 



(3)a【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4)a【発行済株式総数、資本金等の推移】 







 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

３a【役員の状況】











(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自a平成20年４月１日 
 至a平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  



（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自a平成20年４月１日 
 至a平成20年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の取得による支出 △88,182,699

有価証券の売機� 56,968,329

有価証券の償還�t







 
  

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  



























(有価証券関係) 

   企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認

められるものは、次のとおりであります。 

  

Ⅰ 当第３四半期連結会計期間末 

   四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金

銭債権」中の有価証券及び商品投資受益権等を含めて記載しております。 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成20年12月31日現在） 

 
a(注)１ 四半期連結貸借対照表計上額は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

２ 当社及び国内連結子会社は、市場価格又は合理的に算定された価額のある有価証券のうち、当該有価証券の

時価が取得原価に比べて著しく下落したものについては、当第３四半期連結会計期間末において時価が取得

原価まで回復する見込みがないと判断し、当該時価をもって四半期連結貸借対照表価額とするとともに、評

価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理しております。時価が「著しく下落した」と判断する

基準は、予め定めている資産の自己査定基準に有価証券の発行会社の区分毎に次のとおり定めております。

 
  なお、破綻先とは、破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実

が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社、破綻懸念先とは、今

後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社であります。要注意先とは、今後の管理に注意を

要する発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会

社であります。 

３ 評価差額のうち、組込デリバティブを一体処理したことにより損益に反映させた額は8,267百万円(費用)で

あります。 

原 り ﾖ ？ 輸 惚 債 は 市 場 歌 に 算 定 さ れ た 価 額 の あ る 励 の 市 場 架 塞 ゑ を づ 椛 ┓ � � � � l 半 の 嶹 有 < � 4 4 2 � 5 e タ 的 2 ﾍ < � � F ７ ３ �
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(デリバティブ取引関係) 

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。 

  

Ⅰ 当第３四半期連結会計期間末 

(1)a金利関連取引(平成20年12月31日現在) � 4



(3) 債券関連取引(平成20年12月31日現在) 

  

 
(注) 上記取引については時価評ﾉＡ





(注)a





(企業結合等関係) 

 当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

（パーチェス法を適用した場合） 





    

２．子会社株式の追加取得に関する事項 





    

(重要な後発事象) 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日a 
a至 平成20年12月31日)



(リース取引関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に比べてリース取引残高に著しい変動は認められません。 

  

  

─ 74 ─



(1) 第３四半期連�





  

(所在地別セグメント情報) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 





③ １株当たり四半期純損益金額 

  

 
(注)１ １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  ２ なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第３四半期連結 

    会計期間は純損失が計上されているので、記載しておりません。 
  

a(2) 中間配当（会社法第454条第５項に定める剰余金の配当） 

平成20年11月18日開催の取締役会において、当社定款第15条及び第51条の規定に基づき、第４期の中

間配当金につき次のとおり決議いたしました。 

a 

中間配当金の総額          77,493百万円 

１株当たりの中間配当金 

 普通株式                 ７円 

  優先株式              

  第一回第三種優先株式          30円 

   第十一種優先株式       aaa    ２円65銭 

   第十二種優先株式       aaa    ５円75銭 

効力発生日ならびに支払開始日     平成20年12月10日（水） 

  

当第３四半期連結会計期間
(自J始日       兜 ｽ 成 2 0 年 1 2 月 1 3 1

当第３四半期連結会計期間
(自J始日       兜ｽ成20年12月131
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